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加濃式社会的ニコチン依存度（KTSND）調査から
喫煙防止教育のあり方を探る

The Investigation of Health Education for 
Smoking Prevention: Based on the Kano Test for 

Social Nicotine Dependence (KTSND)

山口　孝子１　森本　泰子１　松本　有可２　平松　優子２　山﨑　裕康１

（要約）

　大学生を対象とした喫煙に関する意識調査を行い，社会的ニコチン依存度を表す加濃式社会的ニ
コチン依存度テスト（KTSND）の質問項目に着目し，喫煙防止教育のあり方について考察した。「喫
煙・受動喫煙の害の否定」に関する質問項目では値が低く，健康への害の認識は，ある程度もって
いると考えられた。一方，心理的な認識を反映する「喫煙の嗜好・文化性の主張」に関する項目で
は値が高く，タバコを容認する潜在意識が示された。また，喫煙防止教育の経験回数が増えると前
者では低下傾向がみられたが，後者ではみられなかった。以上の結果から，社会的・心理的な意識
の変容につながる内容を喫煙防止教育に盛り込むことが必要と考えられた。
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１．はじめに

　喫煙および受動喫煙は呼吸器系だけでなく多くの疾患の危険因子とされ，健康面の損失

だけでなく罹患や死亡による経済面における損失も大きい（喫煙と健康問題に関する検討

会 2002）。学校や病院などの施設の管理者に受動喫煙防止措置を求める健康増進法が 2003

年から施行されているが，罰則はなく，対策は進んでいない。わが国も締結している「た

ばこの規制に関する世界保健機構枠組み条約（FCTC）」の締約国会議により採択された「た

ばこの煙にさらされることからの保護に関するガイドライン」から逸脱した状況が続いて

いる。受動喫煙を防止する手段として分煙は十分な方法といえず，最も有効な手段は，喫

煙者を減らすことであるが，喫煙は一度始めてしまうと，タバコ依存のために止めること

が難しい。在学期間中に 20 歳になる人が多い大学では，喫煙防止教育ならびにタバコ対

策は特に重要と考えられる。

　タバコに対する依存には，ニコチンによる身体的依存と，タバコの効用を過大評価した

り害を過小評価したりする認知的症状や，それにともなう行動的症状を特徴とする心理的

依存があるとされている。心理的依存の評価方法として，加濃式社会的ニコチン依存度テ

スト（Kano Test for Nicotine Dependence : KTSND）が提唱されており（Yoshii 2006），

これは身体的依存の評価法とは異なって，非喫煙者でも測定可能である。社会的ニコチン

依存は，「喫煙を美化，正当化，合理化し，またその害を否定することにより，文化性を

持つ嗜好として社会に根付いた行為と認知する心理状態」と定義されており，その尺度で

ある KTSND スコアは喫煙経験や喫煙防止教育の効果を反映することが示されている（遠

藤 2007，遠藤 2008，吉井 2010，高井 2012）。

　今回，神戸学院大学の学生に対して，喫煙に関する意識調査を行い，KTSND スコア，

およびこれを構成する 10 個の質問項目への回答から，喫煙に対する認識と喫煙防止教育

の経験についての関係性を検討し，喫煙防止教育のあり方について考察した。

方法

１．対象及び調査方法

　神戸学院大学（以下，本学）の 9 学部（薬学部，栄養学部，総合リハビリテーション学

部，法学部，経済学部，経営学部，人文学部，現代社会学部，グローバル・コミュニケー

ション学部）に在籍する学生を対象とし，無記名のアンケート調査を実施した。調査期間

は 2015 年 3 月 12 日から 2015 年 4 月 7 日であり，全学生を対象とする健康診断時に行った。
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図１　「喫煙に対する意識調査」アンケート用紙（表）
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図１　「喫煙に対する意識調査」アンケート用紙（裏）
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２．調査内容

　アンケート用紙を図 1 に示す。質問項目Ⅰは学部，性別，年齢，Ⅱは喫煙経験（3 年次

生以上），Ⅲは周囲の喫煙状況と喫煙防止教育の経験，喫煙・受動喫煙の健康影響，敷地

内全面禁煙および禁煙や禁煙支援に対する認識について，Ⅳは KTSND の質問とした。

KTSND の質問項目は，表１に示すとおりで，「喫煙の嗜好・文化性の主張」（質問項目

2,3,4,5,10），「喫煙・受動喫煙の害の否定」（質問項目 1,9），「効用の過大評価」（質問項目 6,7,8）

という 3 つの要素を反映する 10 の質問から構成されている（Yoshii 2006）。

   　質問項目

1．　タバコを吸うこと自体が病気である。 (以下，タバコは病気)

2 喫煙には文化がある (以下 喫煙は文化)

1．　タバコを吸うこと自体が病気である。 (以下，タバコは病気)

2．　喫煙には文化がある。 (以下，喫煙は文化)

3．　タバコは嗜好品(味や刺激を楽しむ品)である。 (以下，タバコは嗜好品)

4．　喫煙する生活様式も尊重されてよい。 (以下，生活様式を尊重)

3．　タバコは嗜好品(味や刺激を楽しむ品)である。 (以下，タバコは嗜好品)

4．　喫煙する生活様式も尊重されてよい。 (以下，生活様式を尊重)

5．　喫煙によって人生が豊かになる人もいる。 (以下，人生を豊かにする)

6．　タバコには効用(からだや精神に良い作用)がある。 (以下，効用がある)

7．　タバコにはストレスを解消する作用がある。 (以下，ストレス解消する)

6．　タバコには効用(からだや精神に良い作用)がある。 (以下，効用がある)

7．　タバコにはストレスを解消する作用がある。 (以下，ストレス解消する)

8．　タバコは喫煙者の頭の働きを高める。 (以下，頭の働きを高める)

9．　医者はタバコの害を騒ぎすぎる。 (以下，医者は騒ぎすぎ)

10． 灰皿が置かれている場所は，喫煙できる場所である。 (以下，灰皿は喫煙場所)

9．　医者はタバコの害を騒ぎすぎる。 (以下，医者は騒ぎすぎ)

10． 灰皿が置かれている場所は，喫煙できる場所である。 (以下，灰皿は喫煙場所)

問1：「そう思う」0点，「ややそう思う」1点，「あまりそう思わない」2点，「そう思わない」3点

問2～10：「そう思う」3点，「ややそう思う」2点，「あまりそう思わない」1点，「そう思わない」0点
30点満点で社会的ニコチン依存度を評価

表１　KTSND質問項目

３．統計解析

　統計分析には，統計ソフト StatMate Ⅴ（アトムス）を用い，喫煙，非喫煙などのグルー

プごとの差の検定は Mann-Whitney の U 検定および Kruskal-Wallis の H 検定と Dunn 法

による多重比較を行った。いずれの場合も危険率 5％を有意水準とした。

４．倫理的配慮

　本研究は，神戸学院大学の「ヒトを対象とする医学系研究等倫理審査委員会」の承認を

得て実施した（承認番号：HEB131218-3）。対象者には，研究の趣旨と調査内容，匿名性

の保持，記入は自由意志であること，記入の有無によって不利益を生じないこと，得られ

たデータは研究目的以外には使用しないことを説明した。

結果

　アンケート用紙は，9,290 枚配布し 8,760 枚回収した（回収率：94.3%）。記入漏れ等の

不備のあったものを除外した有効枚数は 6,493 であった（有効回答率：74.1％）。　

1．3年次生以上の喫煙状況と対象グループの人数分布

　表2に対象グループの人数を示す。3年次生以上における喫煙状況は，毎日喫煙する者（以
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下，喫煙者）の割合（以下，喫煙率）は，男性で 14.5％，女性で 1.3％であった。「ときど

き吸う」と回答した者（以下，間欠喫煙者）と「吸っていたがやめた」と回答した者（以

下，喫煙経験者）は，男性では，それぞれ 4.3，5.2％で，女性では 1.2，2.4％であった。

表２　３年次生以上の喫煙状況と対象グループの人数分布

総数

人数 割合 (％) 人数 割合 (％) 人数 割合 (％) 人数 割合 (％) 人数 割合 (％)

3年次生以上
1･2年次生

非喫煙者喫煙者 間欠喫煙者 喫煙経験者
人数

総数

人数 割合　(％) 人数 割合　(％) 人数 割合　(％) 人数 割合　(％) 人数 割合　(％)

男性 3601 1566 227 14.5 67 4.3 82 5.2 1190 76.0 2035 56.5

女性 2892 1444 19 1 3 18 1 2 34 2 4 1373 95 1 1448 50 1

1･2年次生
非喫煙者喫煙者 間欠喫煙者 喫煙経験者

人数

男性 3601 1566 227 14.5 67 4.3 82 5.2 1190 76.0 2035 56.5

女性 2892 1444 19 1.3 18 1.2 34 2.4 1373 95.1 1448 50.1

合計 6493 3010 246 3.8 85 1.3 116 1.8 2563 39.5 3483 53.6

2．KTSNDの質問項目からみた社会的ニコチン依存と喫煙に対する認識

2-1．KTSNDスコア

　喫煙者，間欠喫煙者，喫煙経験者，非喫煙者および 1・2 年次生のグループごとの

KTSND 平均スコアを図 2 に示した。喫煙者は，男性と女性で 19.5 と 16.6 であるのに対

し非喫煙者では，それぞれ 13.5 と 11.9 であり，男女ともに喫煙者のスコアは非喫煙者に

比べると有意に高かった。また，女性では，3 年次生以上の非喫煙者の KTSND スコアは，

1・2 年次生よりも高くなっていることが示された。

図２　喫煙状況別グループにおけるKTSNDスコア
Kruskal-Wallis の H検定とDunn 法による多重比較

�同記号グループ間において a, b, c, d：p <0.001,  e, f：p <0.01,  g：p <0.05 で有意差あり
KTSNDスコアは、平均値 + 標準偏差を示す

2-2．KTSNDの質問項目における点数分布

　KTSND質問項目ごとの点数分布を図3に示した。全グループの平均値を比較すると，「8．

頭の働きを高める」＜「6．効用がある」，「9．医者は騒ぎすぎ」＜「１．タバコは病気」，

「5．人生を豊かにする」，「4．生活様式を尊重」，「2．喫煙は文化」＜「7．ストレスを解消」
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＜「3．タバコは嗜好品」＜「10．灰皿は喫煙場所」の順になった。1 と 4，1 と 5，2 と 4，

4 と 5 および 6 と 9 の間では分布に差がなかったが，その他のすべての組み合わせで分布

に差がみられた。

図３　喫煙状況別グループにおけるKTSNDの質問項目の点数分布
上段：「喫煙の嗜好・文化性の主張」の質問（2，3，4，5，10）
下段：「効用の過大評価」の質問（6, 7, 8） と「喫煙・受動喫煙の害の否定」の質問（1, 9）
1. タバコは病気：「そう思う」0点，「ややそう思う」1点，「あまりそう思わない」2点，「そう思わない」3点
2～10. その他   ：「そう思う」3点，「ややそう思う」2点，「あまりそう思わない」1点，「そう思わない」0点
質問項目後の（）内の数字はグループ全体での平均点数を示す

　喫煙状況別に点数分布をみると，「10．灰皿は喫煙場所」に関しては，「そう思う（3 点）」，

「ややそう思う（2 点）」を合わせた肯定的な回答割合が，喫煙者男性で 94.7％，女性で

84.2％と高いだけでなく，非喫煙者や 1・2 年次生の男女でも肯定的な回答が 7 割以上を

占めた。「3．タバコは嗜好品である」についても，喫煙者男女でいずれも 86.8％が肯定的

であり，非喫煙者男女でも約 7 割が肯定的であった。これらは，いずれも「喫煙の嗜好・

文化性の主張」に関する質問項目に該当する。

　タバコの「効用の過大評価」に関する質問項目 (6, 7, 8) のうち，「7．ストレスを解消する」

では，喫煙者のみならず非喫煙者や 1・2 年次生においても「そう思う（3 点）」との回答

が多く，「ややそう思う（2 点）」と答えた人を含めると，男性では喫煙者 84.2％，間欠喫

煙者 76.7％，喫煙経験者 72％，非喫煙者 62.8％，1・2 年次生で 54.8％にのぼった。女性

においても同様の傾向がみられ，喫煙者だけでなく多くの人が，タバコにはストレスを解

消する作用があるとの認識を持っていることが示された。

「喫煙・受動喫煙の害の否定」に関する質問項目 (1, 9) では，「9．医者は騒ぎすぎる」に
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対して，喫煙者男性では「そう思う（3 点）」との回答が多かったものの，非喫煙者や女

性では 80％以上が「あまりそう思わない（1 点）」，「そう思わない（0 点）」と回答し，喫

煙や受動喫煙が健康被害をもたらすことへの認識が示された。一方で，「1．タバコを吸

うこと自体が病気である」では，「そう思わない（3 点）」との回答割合が，喫煙者男性で

35.7％，女性で 42.1％と高く，「あまりそう思わない（2 点）」との回答を含めると男女と

も喫煙者で 60％，非喫煙者でも 40％程度となった。多くの人が喫煙はニコチン依存によ

る病気であることに対しては否定的な認識であることが示唆された。

　喫煙状況別に多重比較を行った結果，男性においては，すべての質問項目で，喫煙者と

非喫煙者に有意差がみられたが，女性では，3，4，10 の質問項目においてのみ喫煙者と

非喫煙者に差がみられた。また女性では，非喫煙者と 1，2 年次生の間に，1，9，10 を除

くすべての質問項目で差がみられた。

3．喫煙防止教育の経験とKTSNDスコアの関連

　これまでに受けてきた喫煙防止教育の回数は，各グループともに 2 ～ 4 回との回答が最

も多かった。防止教育を受けたことがないと回答した人もみられ，男女ともに喫煙者と間

欠喫煙者で，0 ～ 1 回と答えた割合がやや高い傾向がみられた。一方で非喫煙者と 1・2

年次生では，5 ～ 8 回と答えた割合がやや高い傾向がみられた。男女とも，喫煙者に対し

て非喫煙者の受講回数が多く，女性では，喫煙経験者および 1・2 年次生も喫煙者より受

講回数が多かった。また女性では非喫煙者のほうが 1・2 年次生より受講回数が多かった。

また，非喫煙者，1，2 年次生とも男性よりも女性の受講回数が多かった（図 4）。

　喫煙防止教育の受講回数別にみた KTSND の平均スコアを表 3 に示した。KTSND の平

均スコアは，図 2 でも示したように喫煙経験の違いによって有意な差がみられたが，いず

れのグループにおいても，喫煙防止教育の受講回数と KTSND スコアとの間に関連は見

いだせなかった。

図４　喫煙防止教育の受講回数分布
Kruskal-Wallis の H検定とDunn 法による多重比較
同記号グループ間において  a, b, d：p <0.001,  e： p <0.01,  c, f：p <0.05で有意差あり



－ 25 －

教育開発センタージャーナル　第８号

女性男性

0 21 20 0 5 4 4 15 8 4 0

女性男性

平均受講回数 標準偏差 平均 標準偏差人数 人数

0 21 20.0 5.4 4 15.8 4.0

1 16 19.3 6.3 4 15.8 2.2

2～4 160 19.6 5.5 10 16.7 4.7

5～8 23 18 2 6 6 1 22 0

平均受講回数 標準偏差

喫煙者

平均 標準偏差人数 人数

2～4 160 19.6 5.5 10 16.7 4.7

5～8 23 18.2 6.6 1 22.0 -

≧9 7 22.3 5.2 0 - -

合計 227 19.5 5.6 19 16.6 4.1

0 5 14 4 4 7 2 19 5

喫煙者

合計 227 19.5 5.6 19 16.6 4.1

0 5 14.4 4.7 2 19.5 -

1 9 17.4 6.5 0 - -

2～4 43 17.5 5.4 14 17.1 6.1

5～8 9 17 4 4 8 2 17 5
間欠喫煙者

2～4 43 17.5 5.4 14 17.1 6.1

5～8 9 17.4 4.8 2 17.5 -

≧9 1 27.0 - 0 - -

合計 67 17.4 5.5 18 17.4 5.5

0 3 18 7 5 9 0

間欠喫煙者

合計 67 17.4 5.5 18 17.4 5.5

0 3 18.7 5.9 0 - -

1 6 13.7 8.0 1 14.7 -

2～4 58 15.7 5.0 25 15.7 3.8

5～8 13 15 2 6 1 6 16 3 3 7
喫煙経験者

2～4 58 15.7 5.0 25 15.7 3.8

5～8 13 15.2 6.1 6 16.3 3.7

≧9 2 11.5 - 2 14.0 -

合計 82 15.5 5.4 34 15.9 3.8

0 72 13 2 6 2 34 12 3 5 3

喫煙経験者

合計 82 15.5 5.4 34 15.9 3.8

0 72 13.2 6.2 34 12.3 5.3

1 63 13.6 6.6 32 13.1 5.2

2～4 781 13.5 6.0 876 12.0 5.2

5～8 233 13 2 5 8 362 11 7 5 0
非喫煙者

2～4 781 13.5 6.0 876 12.0 5.2

5～8 233 13.2 5.8 362 11.7 5.0

≧9 41 14.1 7.2 69 12.0 5.7

合計 1190 13.5 6.0 1373 11.9 5.2

0 145 12 7 6 3 73 11 1 5 1

非喫煙者

合計 1190 13.5 6.0 1373 11.9 5.2

0 145 12.7 6.3 73 11.1 5.1

1 116 14.0 6.4 42 10.9 5.1

2～4 1327 13.2 5.9 949 11.0 5.0

5～8 372 13 2 6 7 324 10 5 5 3
1･2年次生

2～4 1327 13.2 5.9 949 11.0 5.0

5～8 372 13.2 6.7 324 10.5 5.3

≧9 75 12.9 6.5 60 9.8 5.5

合計 2035 13.2 6.1 1448 10.8 5.1

1･2年次生

合計 2035 13.2 6.1 1448 10.8 5.1

表３　喫煙防止教育の受講回数別にみたKTSNDスコア

　次に KTSND の質問項目ごとに，喫煙状況別，喫煙防止教育の受講回数別の点数分布

（男性）を図 5 に示した。非喫煙者，1･2 年次生および喫煙経験者では，「効用の過大評価」

に関する項目である「6．効用がある」，「8．頭の働きを高める」および「喫煙・受動喫煙

の害の否定」に関する項目である「9．医者は騒ぎすぎ」において，受講回数の増加につ

れて「そう思わない（0 点）」の割合が増加し，スコアが低くなる傾向がみられた（図５-

１）。一方，「効用の過大評価」に関する項目である「7．ストレス解消する」や「喫煙の

嗜好・文化性の主張」に関する項目である「3．タバコは嗜好品」，「10．灰皿は喫煙場所」

については，「そう思う（3 点）」と，「ややそう思う（2 点）」の割合が高く，喫煙防止教

育の受講回数が増えてもスコアの低下が認められなかった。さらに「3．タバコは嗜好品」

では，受講回数の増加に伴い「そう思う（3 点）」と，「ややそう思う（2 点）」の割合が増

加し，逆にスコアが高くなる傾向が認められた（図５- ２）。また，「2．喫煙は文化」，「4．

生活様式を尊重」および「5．人生を豊かにする」においても，喫煙防止教育の受講回数

との関連はみられなかった（結果示さず）。女性の場合も非喫煙者と 1・2 年次生では，男
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性と同様の結果であった（結果示さず）。しかし，女性喫煙者，間欠喫煙者および喫煙経

験者については，例数が少なく，さらに検証が必要である。

図５-１　喫煙防止教育の受講回数とKTSND質問項目（6, 8, 9）における点数分布（男性）
Kruskal-Wallis の H検定とDunn 法による多重比較 
同記号グループ間において  a, b：p ＜0.01, d：p ＜0.05で有意差あり
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図５-２　喫煙防止教育の受講回数とKTSND質問項目（3, 7, 10）における点数分布（男性）
Kruskal-Wallis の H検定とDunn 法による多重比較 
同記号グループ間において  c：p ＜0.01で有意差あり

考察

　本学学生（3 年次生以上）の喫煙率は男性で 14.5％，女性で 1.3％であり， 2014 年度の

厚生労働省国民健康栄養調査による 20 ～ 29 歳の喫煙率（男性 30.6％，女性 6.7％）に比

べて低い値であった。この要因として，厚生労働省の対象年齢に比べて本学の調査対象

者年齢が若年であることや本学が指定場所以外禁煙であることの影響が考えられた。男

女ともに 2012 年における本学 3 年次生の喫煙率（男性 20.3％，女性 2.1％）（森本 2015）

よりも低かったが、これは一般の喫煙率の低下（2012 年度の 20 ～ 29 歳の喫煙率：男性

37.6％，女性 12.3％）に呼応していると思われる。

　一方，わが国では未成年者喫煙禁止法で 20 歳未満の喫煙が禁止されているが，平成

26-27 年度厚生労働科学研究費補助金 循環器疾患等生活習慣病対策総合政策研究事業によ

れば，高校生の喫煙者は男子 1.6％，女子 0.5％（平成 26 年）とされている。今回，1･2

年次生については，倫理的観点から喫煙の有無を直接問うことができなかったが，1･2 年

次生の中に喫煙者が存在する可能性は否定できない。タバコの販売価格の上昇やタスポの
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導入などにより未成年者の喫煙は減少傾向にあるとされているが，高校までとは異なり幅

広い年齢の学生が在籍する大学においては，未成年者の喫煙開始を防止する対策が特に重

要であると考える。

　社会的（心理的）ニコチン依存度を表す平均 KTSND スコアは，喫煙者の男性と女性

で 19.5 ± 5.6 と 16.6 ± 4.1，非喫煙者で 13.5 ± 6.0 と 11.9 ± 5.2 であり，大学生における

報告値（女性　喫煙者：16.4 ± 6.0，非喫煙者：10.6 ± 5.2）（栗岡 2007）とほぼ同程度で

あった（図 2，表 3）。男女ともに喫煙者＞間欠喫煙者＞喫煙経験者＞非喫煙者＞ 1・2 年

次生の傾向が認められ，喫煙者と非喫煙者の間には明らかな差がみられた。一方，1･2 年

次生の中にも，KTSND スコアが男性喫煙者の平均値＋標準偏差（25.1）を超える者が男

性で 2.5％，女性で 0.1％存在し，喫煙者の存在が疑われた。また女性では，3 年次生以上

の非喫煙者の KTSND スコアが，1・2 年次生よりも上昇していることが示された（図 2）。

喫煙防止教育の受講回数は前者の方が多く（図 4），防止教育の効果が表れていないこと

を示唆する結果となった。若年者のタバコに対する意識や喫煙行動は，周囲の環境や友人

の影響が大きいことが報告されていることから（栗岡 2007，森本 2015），大学入学後に周

囲からの影響により社会的ニコチン依存が上昇した可能性が考えられた。

　KTSND 質問項目のうち，「喫煙・受動喫煙の害の否定」の項目である「9．医者はタバ

コの害を騒ぎすぎる」や「効用の過大評価」の項目である「6．効用がある」，「8．頭の働

きを高める」において，喫煙者男性では肯定的な回答が多かったものの，非喫煙者や女性

では否定的な回答が多かった（図 3）。喫煙者よりも非喫煙者の受講回数が多かったこと（図

4）を考え合わせると，喫煙や受動喫煙の健康被害については，ある程度の効果が得られ

ていると考えられた。実際に，これらの項目では，受講回数の増加によって肯定的な回答

が減少する傾向がみられた（図 5-1）。この結果は，防止教育の受講回数増加により喫煙

および受動喫煙によってリスクが高まる疾患の認知度が上昇することを示した先行研究

（森本 2015）とも矛盾せず，健康被害についての周知がある程度，喫煙防止に寄与してい

ると考えられた。一方で「効用の過大評価」の項目である「7．ストレスを解消する」では，

喫煙者だけでなく多くの人が肯定する考えを持っていることが示され（図 3），受講回数

の増加による変化も認められなかった。また，「喫煙・受動喫煙の害の否定」の項目であ

る「1．タバコは病気」も，喫煙者で特に否定的な回答の割合が高かったが（図 3），非喫

煙者においても，その割合が低くはなく，防止教育の効果が認められなかった。このこと

から，喫煙がニコチン依存による病気であることに対しては，否定的な認識であることが

示された。これらに関しては，医学的な内容の中でも防止教育の効果が十分でないことが

示唆された。「喫煙の嗜好・文化性の主張」に関する項目である「3．タバコは嗜好品」と

「10．灰皿は喫煙場所」については，喫煙者だけでなく非喫煙者や 1・2 年次生においても，

肯定的な回答割合が高く（図 3），タバコを容認する意識が根底にあることが明らかとなっ

た。また，これらは受講回数が増加しても，肯定的な回答の割合が減少せず，「3．タバコ

は嗜好品」では，逆に点数が高くなる傾向が認められた（図 5-2）。この結果から，これ

までの喫煙防止教育では，健康被害以外の心理的・社会的な認識を変えるには至っていな

いことが示され，受講回数が多くなると，同じ内容であると，かえって反発するなどし，
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期待する教育効果が得られない場合もあるのではないかと推察された。これらの認識を変

えるためには，受動喫煙に対する配慮など社会的な内容の教育が必要と思われる。

喫煙防止教育については，大多数は複数回の教育を受けていると考えられるが，防止教育

を受けたことがないと回答した人もみられた。これまで受けてきた防止教育の多くが授業

などの受身形式であり，受講者の記憶に残りにくいものであったためではないかと考えら

れる。記憶の維持には繰り返し行うことが重要ではあるが，一方通行では記憶の定着が容

易ではなく，スモールグループディスカッションなどの参加型の喫煙防止教育が必要であ

ると考えられた。本学では，クリッカーシステムが導入されていることから，これを用い

た双方向参加型の防止教育も有効手段のひとつではないかと考える。

　今回の調査から，これまでの喫煙防止教育によって，喫煙や受動喫煙の健康被害につい

ての認識は上昇傾向にあるものの，十分ではなく，今後も喫煙や受動喫煙の健康被害を丁

寧に周知していくことが重要と考えられた。また，社会的・心理的な意識の変容につなが

る内容を喫煙防止教育に盛り込む必要性が強く示された。今後，医学的側面だけでなく，

より多角的に，学生の興味や行動に関連のある内容を取り上げた，参加型の喫煙防止教育

を実践し，社会的ニコチン依存度の低下につなげることができればと考えている。
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